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開     会 

 

○猪俣制度審議室長 それでは、少し早いですが、ただいまから産業構造審議会知的財産

分科会第６回商標制度小委員会を開会いたします。本日は御多忙の中、御出席を賜りまし

て誠にありがとうございます。 

 ７月 20日付で着任いたしました、事務局長を担当しております、特許庁制度審議室長の

猪俣でございます。よろしくお願いいたします。 

 議事に先立ちまして、本日の小委員会開催に当たっての、新型コロナウイルス感染症対

策について御説明させていただきたいと思います。本日の小委員会は、一般傍聴者及びプ

レスの方はウェブでの傍聴に限って可能とした上で、会場には入口のアルコール消毒液に

よる手指の殺菌消毒の実施、会場の窓や扉の開放による換気の実施等の対策を講じて、開

催させていただきたいと思います。 

 また、本日は、一部の委員の方につきましては、スカイプによる参加となります。会議

室とスカイプで参加されている方とはリアルタイムに音声のやりとりができるようになっ

ております。 

 御発言いただく際ですが、マイクの卓上側のボタンを押して、マイクが赤く点灯しまし

たら、作動するようになっております。会議室にいらっしゃいます委員の皆様は、挙手い

ただきまして、指名されましたら、まずはボタンを押して御発言いただき、御発言が終わ

りましたら、再度ボタンを押していただくようお願いいたします。 

 また、スカイプにて御出席の皆様につきましては、チャット欄に発言希望の旨を御記入

ください。書き込みを見て御指名いたしますので、御発言いただく際には、マイクをオン

にしていただきますようお願いいたします。 

 議事の進行につきましては、田村委員長にお願いしたいと思います。 

○田村委員長 ありがとうございます。 

 今回新たに御就任された委員がいらっしゃいますので、まず事務局から委員の皆様の御

紹介をお願いいたします。 

○猪俣制度審議室長 今回新たに御就任された委員を御紹介いたします。その際、一言ず

つ御挨拶を頂戴できますと幸いです。４名の方がおられます。 

 阿部・井窪・片山法律事務所弁護士・江幡奈歩委員です。 
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○江幡委員 江幡でございます。本日はよろしくお願いいたします。前回特許庁にて、個

人輸入の規制について検討した平成 16年から 17 年にかけて、制度審議室で法制専門官と

して法改正の議論に裏方としてかかわった経験がございますので、今回こうして委員とし

て御指名いただきました。少しでも議論の助けになるように頑張っていきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○猪俣制度審議室長 続きまして、東京地方裁判所判事・國分隆文委員です。 

○國分委員 裁判官の國分でございます。私は今年の４月から、東京地裁民事第 29部の裁

判長として務めております。私はまだこの商標制度の改革について十分勉強が進んでいな

いのですけれども、可能な限り発言させていただいて議論に参加させていただければと思

っております。よろしくお願いいたします。 

○猪俣制度審議室長 上智大学法学部教授・駒田泰土委員です。 

○駒田委員 上智大学法学部の駒田でございます。商標関係の委員会というのは私にとっ

て、商標制度小委員会が初めてになるのですけれども、私も可能な限り発言するようにい

たしますので、よろしくお願いいたします。 

○猪俣制度審議室長 最後に、株式会社アシックス知的財産部部長・齊藤浩二委員です。 

○齊藤委員 アシックスの齋藤でございます。私はこのような会合は今回が初めてなので、

いろいろと勉強させていただくところもあるとともに、少しでも皆様の建設的な意見を出

せるように協力していきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 本日は、蘆立委員が御欠席で、井関委員、高崎委員、横山委員におかれましては、スカ

イプでの参加となっております。 

 

糟谷長官挨拶 

 

○田村委員長 続きまして、本日の議題に入る前に、特許庁の糟谷長官より御挨拶をいた

だきたく思います。 

○糟谷長官 特許庁長官の糟谷でございます。本日はお集まりいただきまして、ありがと

うございます。また、今回新しく委員としてお引き受けくださいました皆様、どうぞよろ

しくお願い申し上げます。 

 経済のグローバル化が進み、インターネットの普及による商品サービスの販売戦略の多
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様化など、商標制度を取り巻く環境は大きく変化しております。こうした状況に対応すべ

く、従来から随時商標制度の見直しを行ってきたところであります。昨年８月の第５回商

標制度小委員会において御議論いただきました、店舗の外観・内装の商標制度による保護

につきましては、商標法施行規則に所要の改正を行いまして、今年今年の４月から施行さ

れました。お世話になりました委員の皆様方の御尽力に、改めて感謝を申し上げます。 

 他方で、昨年の商標制度委員会の開催から、今日に至るまでにさまざまな状況の変化が

ございました。特に、ユーザーの皆様のポストコロナ、ウィズコロナに備えたブランド戦

略を支援する観点からも、商標制度の見直しを検討する必要があるのではないかと考えて

おります。本日の議題にあります、模倣品の越境取引に関する商標法上の規制の必要性に

ついてでありますが、これは従来からの問題ではありますけれども、新型コロナウイルス

の感染拡大の影響で、外出の機会が減少し、インターネット通販での売買が増加している

ことに伴って、模倣品被害拡大の懸念がより高まっているのではないか。そういう意味で

現在、検討すべき問題であるのではないかと考えているところでございます。 

 本日は限られた時間ではありますけれども、委員の先生方から忌憚のない御意見をいた

だき、御議論を頂戴できれば幸いであります。よろしくお願い申し上げます。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 続きまして、具体的な審議に先立ち、本委員会の議事の運営等につきまして、事務局か

ら説明をお願いいたします。 

○猪俣制度審議室長 まず、本日の委員会は、全委員数 13 名のうち、12 名の委員の皆様

に出席をいただいており、産業構造審議会運営規程第 13 条６項の全委員数の過半数の出

席という条件を満たしておりますので、滞りなく開催が可能でございます。 

 次に、配付資料の確認をさせていただきます。本日の審議会におきまして、「議事次第・

配布資料一覧」、「委員名簿」のほか、資料１から資料６、参考資料１と２については、お

手元のタブレットでご覧いただければと存じます。「タブレットの使い方」について、もし

お困りになった場合には、お席で手を挙げていただくなどして合図いただければと思いま

す。担当の者が対応いたしますので、よろしくお願いします。 

 スカイプで御参加の方々には、事前にデータをお送りさせていただいております。 

 続きまして、議事の公開について、本小委員会では、新型コロナウイルス対応、サーバ

ー負荷軽減等のため、一般傍聴及びプレスの傍聴につきましては、ウェブ傍聴に限って可

能とし、配付資料、議事要旨及び議事録も原則として公開いたしますので、よろしくお願
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いいたします。 

 

議   事 

１．商標政策の現状と今後の取組 

 

○田村委員長 それでは、議事に入ります。 

 「商標政策の現状と今後の取組」について、資料１をもとに、事務局から御説明いただ

き、その後、質疑に移りたいと思います。事務局からの説明をお願いいたします。 

○髙野商標課長 商標課長の髙野でございます。それでは、資料１をご覧ください。「商標

政策の現状と今後の取組」について御説明します。 

 まずはスライドの３をご覧ください。商標出願件数の推移でございます。商標出願は年々

右肩上がりで増加しておりまして、2019 年の出願件数は約 19 万 1000 件となっておりま

す。2013 年と比較すると約 1.6倍になっております。 

 続きまして、スライドの４をご覧ください。産業分野別で見ますと、特にサービス分野

の出願が伸びていることがグラフからご覧いただけると思います。 

 次にスライド５をご覧ください。どのような方からの出願が多いかということですが、

これは商標出願の特徴の１つで、個人・中小企業による出願増が顕著でございます。2013

年から比較すると、2019 年は個人・中小企業からの出願が約 1.9 倍になっておりまして、

国内出願の約７割が個人・中小企業による出願ということでございます。 

 次のスライドをご覧ください。商標出願が増加していると説明しましたが、外国人から

の出願も増加しております。特に中国からの出願増加が顕著でございまして、直近５年間

で約５倍に急増してございます。 

 次のスライドをご覧ください。商標出願は、日本だけではなく、世界的に出願増の傾向

にございます。この表は日、米、欧、韓、中の５大特許庁ですが、どこも出願件数が増え

ていることがおわかりいただけるかと思います。特に中国では、出願が急増してございま

す。 

 スライド８をご覧ください。出願件数の増加に伴って、商標の審査においても処理件数

は増加傾向にあり、右肩上がりであることがおわかりいただけるかと思います。2019 年度

の処理件数は、2015 年と比較すると約 1.2倍の処理を達成しております。 

 スライド９をご覧ください。処理件数は増加しておりますけれども、なかなか出願件数
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の伸びには追いつかないところがございまして、審査期間は延伸傾向にございます。2019

年の審査期間ですが、ＦＡ期間が平均で 9.9 月、ＴＰ期間、権利化までの期間が平均で 10.9

月となっております。しかし、これ以上審査期間は長くしてはならないと考えておりまし

て、今年度の目標としては、今の審査期間の現状維持、来年度からは審査期間を短縮に向

けていくことを考えております。政府目標としては、2022 年度末にＦＡの審査期間を 6.5

月、権利化までの期間を８月という目標を定めて努力しているところでございます。 

 スライド 11をご覧ください。出願が増えて処理期間が長くなっている中、どのような審

査の処理促進策を講じているかを御説明したいと思います。まず商標のファストトラック

審査です。一定の要件を満たした指定商品・役務の審査負担の少ない出願については、審

査期間にインセンティブをつけて、このような出願を増やし、審査全体の処理促進につな

げることを目的としたファストトラック審査の運用を開始してございます。特に 2020 年

２月からの出願を対象に、出願から約６カ月で審査するようなインセンティブをつけまし

て、このような出願を増やしていければと考えております。 

 スライド 12をご覧ください。こちらは審査処理促進ということではございませんが、審

査期間が長くなっている中、要望のある出願については適時の審査を提供するということ

で、早期審査の制度も併せてやっているということでございます。 

 スライド 13をご覧ください。処理の促進には、一番効果がある審査官の増員も欠かせな

いということで、今年度から任期を限った審査官、任期付職員（商標審査官補）を採用し

ております。任期付職員の方は、民間経験があり、専門知識やユーザーとしての実務経験

を有する者ということで、今年度は 10名を採用しております。来年に向けた採用活動も開

始しておりまして、引き続き必要な人材の確保、審査体制の構築を図っていきたいと考え

ております。 

 スライド 14をご覧ください。民間調査者の活用、いわゆるアウトソーシングも有効に活

用して審査の効率化を図れないかと考えております。具体的には審査の下調べをアウトソ

ーシングして、効率的に審査を進めていきたいということを考えております。 

 スライド 15をご覧ください。いろいろな審査の効率化策を講じておりますが、商標課と

しても審査の効率化策を考えていきたいということで、今年の４月に商標の審査効率化の

ためのプロジェクトを立ち上げました。具体的には審査のプロセスについて、「審査の見え

る化」をし、外部有識者やユーザーの声を踏まえた効率化策の検討、特許庁内の業務改善

をして効率化策を検討するということでございます。具体的には、スライドの下のほうに
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書いてございますが、審査手法の見直し、ユーザーに対する支援策の実施、いろいろな審

査ツールの開発等行って、審査の効率化を進めていきたいと考えております。 

 スライド 17をご覧ください。平成 27年４月から導入しました、新しいタイプの商標の

統計となっております。新しいタイプの商標出願登録件数は年々増えているところでござ

います。 

 スライド 18 をご覧ください。平成 18 年に導入した地域団体商標制度の登録は 2020 年

９月１日現在で 688 件ということで、増えております。 

 スライド 19 をご覧ください。まだまだ地域団体商標制度の普及を図っていきたいと考

えております。左側は、「地域団体商標マーク」を策定して宣伝することで、さらなる制度

の周知を図っていきたいと考えております。このマークは、使用届があれば地域団体商標

権利者の方は使えるということで、今 191団体の方々から使用届が提出されている現状で

ございます。 

 次に右側の②ですが、海外における地域ブランドの保護ということで、特許庁としても

いろいろな支援策を実施しているところでございます。地域ブランドの保護として、いろ

いろ支援策を実施しておりますが、近時の事例として、中国において、「宇治」や「今治」

を含む商標が抜け駆け登録されましたけれども、公知の外国地名等の理由により取り消し

が成立した事例がございます。 

 スライド 20をご覧ください。こちらは昨年の商標小委員会で御議論いただきました、店

舗の外観・内装の保護でございます。商標法の下で、店舗の外観・内装を、より適切に保

護し、企業のブランディング活動を支援するため、立体商標の出願方法及び審査運用の見

直しを行いました。こちらは令和２年４月１日以降になされた出願に適用しております。

具体的には、店舗の外観・内装に係る立体商標について商標の詳細な説明の記載ができる

ようにしたとか、立体商標について点線による商標の記載をできるようにしたということ

でございます。 

 スライド 21をご覧ください。商品・役務の分類に関する取り組みでございます。ユーザ

ーの利便性向上のための取り組みを引き続き行っております。具体的には特許庁のホーム

ページに、ここに記載してあるような情報を提供すること、また、電話、メール、面接に

よる出願人からの相談に対応しているということでございます。 

 今後の取り組みとしては、ニース国際分類の改訂版の決定を踏まえて、新たな類似商品・

役務審査基準について今後公表していくことと、引き続き特許庁のホームページにユーザ
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ーの方々の利便性向上を図るため、有益な情報を提供してまいりたいと考えております。 

 スライド 22 をご覧ください。国際協力ということで、商標５庁会合を開催しておりま

す。2020 年の年次会合は、先週の 10 月 26 日から 28 日の日程で開催されました。今年の

年次会合は、コロナ感染症の影響がございまして、オンラインによる開催となりましたが、

無事に開催されました。今ＴＭ５の中では、左側にある 16のプロジェクトについて検討し

ておりますが、赤のアンダーラインが引いてある３つのプロジェクトは、ＪＰОがリード

しているプロジェクトでございます。 

 では、具体的にＪＰОのリードするプロジェクトはどのような活動をしているかという

ところで、スライド 23 をご覧ください。まず悪意の商標プロジェクトということで、これ

まで、このプロジェクトについてはＪＰОがリードしながら、セミナーの開催であるとか

報告書の公表、事例集の作成などを行ってまいりました。今後は、“マンガ”による悪意の

商標出願対策の紹介など、よりユーザーへの普及啓発に役立つ資料の作成を考えておりま

す。また、ＴＭ５の５庁だけではなくて、この悪意の商標出願への取り組みを、それ以外

の官庁にも広げていければと考えております。 

 続きまして、②図形商標のイメージサーチプロジェクトでございます。これはＴＭ５各

庁がイメージサーチを導入する際に参考となるような成果物の作成・共有を目的としてお

りました。今後は図形商標のイメージサーチだけではなくて、商標審査全般のＩＴシステ

ム、最新技術の取り組み、テレワーク等について、テーマを広げて情報交換を行っていく

予定となっております。 

 ③ＴＭ５ユーザー参画プロジェクトでございます。これはＴＭ５各庁と国際商標協会（Ｉ

ＮＴＡ）とジョイント・ワークショップを開催するというプロジェクトになっております。

今年のＩＮＴＡ年次総会、2020 年 11 月 18 日に、「店舗デザインの商標としての保護」を

テーマとして、ＴＭ５の５庁でワークショップを開催したいと考えております。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 それでは、今の御説明に関して自由討議を行いたいと思います。これまでの説明につき

まして、御質問、御意見等がございましたら、お願いいたします。特別会議室にいらっし

ゃいます委員の皆様は、御発言の際は、挙手いただくようお願いします。また、スカイプ

にて御出席の皆様につきましては、チャット欄に発言希望の旨を御記入ください。書き込

みを見て御指名いたしますので、御発言いただく際には、マイクをオンにしていただくよ
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うお願いいたします。 

 本多委員お願いします。 

○本多委員 弁理士の本多でございます。御説明いただきまして、ありがとうございます。

出願審査の促進について、お願いを申し上げます。 

 出願が急増している中、御庁としては大変な御努力をされて、審査促進を図っていらっ

しゃることは理解しております。代理人としても、可能な協力はできるだけさせていただ

きたいと思っております。望ましくはファストトラック、早期審査などを除いたＦＡ平均

８カ月を将来的には実現していただければと望んでおりますので、引き続きどうぞよろし

くお願いいたします。ありがとうございます。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 高崎委員お願いいたします。 

○高崎委員 エンジニアの高崎です。質問と、お願いが１つあります。 

 商標出願が、中小企業が 1.9倍に伸びている、７割が占めているということですけれど

も、その中で電子出願の占める割合は何％ぐらいあるのかを知りたいのです。できるだけ

弁理士さんを介さずに、自分たちで出願できればいいなと思っています。特許庁さんのほ

うで「かんたん願書作成」という電子出願のマニュアルから、12 月下旬に、「さくっと書

類作成」というのができると。今β版を公表しておられるようですが、我々としても、そ

のような電子出願を活用したいと思っていますので、今現状の中小企業の電子出願の活用

の状況及び、今後「さくっと書類作成」がどのように活用されることを望んでおられるの

か、お聞きしたいと思います。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○髙野商標課長 御質問ありがとうございます。商標出願全体における電子出願の割合と

いうのは、８割ぐらいだったと思いますが、その中で特に中小企業が電子出願を使ってい

る割合は、大変申し訳ございませんが、数字を持ち合わせておりませんので、後ほど調べ

た上で回答させていただきたいと考えております。 

 ２つ目の質問については、我々も出願しやすいような環境、そして出願するだけではな

く、商標出願に不慣れな中小企業や個人の方々が、最初から拒絶理由を有さない商標出願

ができる方策のサポートができないかを考えておりますので、引き続き御意見を賜りなが
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ら検討してまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○高崎委員 ありがとうございました。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 

２．財務省関税局プレゼンテーション 

 

○田村委員長 それでは、続きまして、「財務省関税局プレゼンテーション」について、資

料２をもとに、財務省関税局より御説明をお願いいたします。 

○石川財務省関税局知的財産調査室長 財務省関税局知的財産調査室長の石川でございま

す。財務省から、資料２を用いまして、「税関における知的財産侵害物品の水際取締り」に

ついて御説明させていただきます。 

 資料の２ページをご覧ください。最初に、税関における知的財産侵害物品の水際取締り

に関する制度について御説明します。関税法では、「輸出してはならない貨物」及び「輸入

してはならない貨物」が定められておりまして、税関では、これらの貨物の密輸を阻止す

るための水際取締りを実施しております。 

 関税法に定める「輸入してはならない貨物」は、資料の右側に記載のとおり、麻薬等の

不正薬物、けん銃等と並びまして、特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の知的財産を

侵害する物品についても、「輸入してはならない貨物」とされております。 

 ３ページをご覧ください。関税法における「輸入してはならない貨物」の考え方につい

て御説明します。平成 18 年の関税・外国為替等審議会関税分科会の「知的財産権侵害物品

の水際取締りに関するワーキンググループ座長とりまとめ」におきまして、知的財産侵害

物品について、「輸入してはならない貨物」とするための３要件が示されております。 

 １つ目は、知的財産法により、関税法上の「輸入してはならない貨物」の輸入に係る罰

則と同程度の罰則の適用をもって輸入行為が禁止されていること。２つ目は、知的財産侵

害物品の輸入を禁止することは、国民の健康・安全、経済秩序の維持といった社会公共の

利益の保護の観点から特に必要かつ重要であり、税関をして積極的に水際取締りを行わせ、

その輸入禁止の実効を期すことについて国民的なコンセンサスがあると考えられること。

３つ目は、知的財産侵害物品が国内に流入することにより、社会公共の利益が著しく損な

われ、又はそのおそれがあると考えられること、とされております。 
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 ４ページをご覧ください。水際取締りに関する手続について御説明します。上に記載し

ておりますとおり、関税法では、税関長は、輸入されようとする貨物のうちに知的財産侵

害物品に該当する貨物があると思料するときは、知的財産侵害物品に該当するか否かを認

定するための手続を執らなければならない旨が定められておりまして、この手続を「認定

手続」と呼んでおります。 

 また、下に記載しておりますとおり、関税法では、税関長は、知的財産侵害物品に該当

する貨物で輸入されようとするものを没収して廃棄することができる旨が定められており

まして、この没収は、認定手続を経た後でなければ、することとができないこととされて

おります。 

 ５ページをご覧ください。知的財産侵害物品の認定手続の流れについて御説明します。

右上に記載しておりますが、税関に対し、貨物については輸入申告、郵便物については郵

便事業者から郵便物の提示がなされた後、税関による審査・検査が実施されますが、その

際に知的財産を侵害する疑いのある貨物を発見した場合、権利者及び輸入者に対し、認定

手続をとる旨、及び当該貨物が知的財産侵害物品に該当するか否かについて、証拠・意見

を提出することができる旨を通知します。その後、権利者及び輸入者から証拠・意見の提

出を受け、知的財産侵害物品に該当するか否かを認定します。 

 また、左側に記載しておりますが、輸入差止申立てが受理された貨物の認定手続につい

ては、簡素化手続が設けられております。ただいま、簡素化手続の対象は輸入差止申立て

が受理された貨物と御説明しましたが、輸入差止申立てとは、左下に記載しておりますと

おり、知的財産の権利者は、自己の知的財産権を侵害すると認める貨物に関し、税関長に

対し、当該貨物が輸入されようとする場合は当該貨物について認定手続を執るべきことを

申し立てることができるものでございます。税関では、この輸入差止申立てによって提出

された識別ポイント等に基づいて、知的財産侵害物品の水際取締りを実施しております。 

 話を簡素化手続に戻しますと、簡素化手続を適用する場合は、認定手続をとる旨を通知

する際、輸入者に対し、争う意思がある場合は、10執務日以内にその旨を書面で提出すべ

き旨を通知します。輸入者が争う意思を示す場合は、通常の認定手続のプロセスに戻りま

すが、輸入者が争う意思を示さない場合は、権利者及び輸入者に対して、証拠や意見の提

出の機会を与えることなく、直ちに税関が知的財産侵害物品に該当するか否かを認定いた

します。認定手続の結果、知的財産侵害物品に該当しない場合には、当該貨物の輸入が許

可され、知的財産侵害物品に該当する場合は、先ほど御説明したとおり、当該貨物を没収
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することができることになっております。 

 ６ページをご覧ください。輸入差止件数と輸入差止点数の推移を示したものでございま

す。まず、差止件数と差止点数について御説明しますと、差止件数は、税関が差し止めた

知的財産侵害物品が含まれていた輸入申告、または郵便物の数でございまして、差止点数

は、税関が差し止めた知的財産侵害物品の数になります。例えば、１件の輸入申告または

郵便物に 20 点の知的財産侵害物品が含まれていた場合には、１件、20 点ということにな

ります。折れ線グラフが件数、棒グラフが点数を示しておりますが、左上の囲み部分に記

載したとおり、令和元年は 20 年前の平成 11 年と比較して、点数は横ばいとなっておりま

すが、件数は大きく増加しておりまして、輸入差止貨物が小口化している傾向が見られま

す。 

 ７ページをご覧ください。輸入差止件数について、例年変わらない特徴を示しておりま

す。知的財産別の件数は、商標権侵害物品が令和元年には構成比 96.3％と、前年に引き続

き全体の大半を占めております。品目別の件数は、令和元年にはバッグ類、衣類、靴類が

多くなっていますが、これは例年変わらない特徴でございます。輸送形態別の件数は、郵

便物が令和元年は構成比 88.1％と大半を占めておりまして、これも例年と変わらない特徴

となっております。 

 ８ページをご覧ください。近年、輸入差止貨物の小口化が進んでいる背景としては、越

境電子商取引の進展が挙げられます。この図は、越境電子商取引による模倣品販売のイメ

ージを示したものでございます。越境電子商取引の進展に伴い、インターネットでの注文

により、中国等の模倣品業者から模倣品が直接個人に送付されてくる販売形態が増加して

おります。この形態での販売は主に小口の貨物となっておりまして、バッグ類、衣類、靴

類等の模倣品が個人宛てに直接送付されてきます。このような流通環境の変化により、個

人使用目的での輸入が増加しております。 

 ９ページをご覧ください。先ほど御説明しました簡素化手続において、輸入者から「争

う旨の申出」がなされた件数をグラフで示したものでございます。簡素化手続を導入した

平成 19 年以降、認定手続開始件数の約９割は簡素化手続によるものでございまして、その

大半は商標権に関するものです。簡素化手続における輸入者からの「争う旨の申出」は増

加傾向にありまして、平成 29 年と平成 30 年には年 5000 件を超え、令和元年においても

4500 件を超える状況となっております。 

 また、「争う旨の申出」後に提出される輸入者からの意見書は、そのほとんどが個人使用
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目的であるという主張となっております。個人使用目的による模倣品の輸入は、商標権等

の侵害に該当しないとされていることから、認定手続の結果、模倣品が個人使用目的によ

り輸入されるものであると認め、輸入を許可しているものが多くございます。 

 輸入者が、個人使用目的であることを主張するものの中には、個人使用目的で輸入され

るものだけでなく、個人使用目的を仮装して輸入しようとするものもあることから、税関

においては、個人使用目的を仮装して輸入される模倣品の取締りに努め、個人使用目的で

ないと認められる場合には、認定手続による差止めや犯則事件として処分しておりますが、

個人使用目的を仮装した事実を明らかにすることは容易ではございません。このように近

年は知的財産侵害疑義物品として認定手続を開始しても、差止めとならずに輸入許可とな

る貨物が増加しておりまして、模倣品の流入増加に対応するための対策が必要な状況とな

っております。 

 以上、税関における知的財産侵害物品の水際取締りについて御説明させていただきまし

た。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 

３．模倣品の越境取引に関する商標法上の規制の必要性について 

 

○田村委員長 それでは、続きまして、「模倣品の越境取引に関する商標法上の規制の必要

性について」について、資料３を基に事務局より御説明いただきたいと思います。その後、

質疑に移りたいと思います。 

○猪俣制度審議室長 それでは、資料３をご覧ください。「模倣品の越境取引に関する商標

法上の規制の必要性について」でございます。 

 ページをおめくりいただきまして、１ページ目をご覧ください。先ほどの財務省様から

御説明いただいた資料と重複しますので、省略していきますけれども、近年は、差止件数

は大きく増加しているのですが、差止点数は同程度ということで、侵害貨物は小口化の傾

向にございます。 

 Ａ-２の棒グラフをご覧ください。先ほどもありましたとおり商標権が圧倒的ではある

のですが、意匠権、特許権についても幾つか、数字は小さいですが、差止められているも

のもあるということでございます。 

 Ｂのグラフは、先ほどと似たグラフでありますが、上半期だけを取り出したもので、令
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和２年度の数字も入っております。小口化の傾向は顕著になっているかと思います。 

 ２ページ目をご覧ください。知的財産推進計画 2020 というところで、模倣品の個人使用

目的について具体的な対応の方向性を検討することとされております。特に増加が顕著な

模倣品の個人使用目的の輸入については、権利者等の被害状況など及び諸外国における制

度整備を含めた運用状況を踏まえ、具体的な対応の方向性について引き続き検討すること

とされております。 

 ３ページ目をご覧ください。内閣府で２年ごとに特別世論調査を行っているものがござ

いました。平成 16 年のときは、模倣品等を「どんな理由でも購入すべきでない」との回答

は 36.9％、40％から、平成 26 年では 52％と 10 年間で 12％増加している状況でございま

す。 

 ４ページ目をご覧ください。「商標」の定義と商標権侵害についておさらいをしておりま

す。商標法上、「商標」とは標章（マーク）のうち、業として商品を譲渡等する者（事業者）

がその商品等について使用するものとなっております。事業者規制法となっております。

事業者に該当しない者（個人）は、「商標」ではなくいわゆるマーク、標章かと思います。 

 下のほうに書いております。事業者が行為主体となって、権原なく、登録「商標」を「使

用」し、又は侵害とみなす行為とした場合には、商標権侵害となりますが、個人が行為主

体となる場合は、「商標」の使用等に該当せず、商標権侵害とならないということで、例え

ば「使用」の一形態である標章を付した商品の「輸入」は、個人による場合、侵害となら

ないというのが現行でございます。 

 ５ページ目をご覧ください。模倣品の越境取引の変化と商標権侵害でございます。従来

ですと、模倣品の越境取引については、国内に事業者が存在して、これを介在して模倣品

の流通が進むということでございます。この場合は、国内の事業者が「輸入」する行為、

あるいは国内の事業者が個人等に対して譲渡、引き渡しする行為について、を商標権侵害

行為としておりました。 

 近年は、ｅコマースの発展、国際貨物の配送料金の低下等により、海外事業者が国内の

個人に対して、直接模倣品を販売・送付するケースが急増しております。この場合、個人

による「輸入」は、そもそも商標権侵害とならないということでございます。 

 こちらについても先ほど財務省様から説明がありましたが、認定手続がございます。こ

の過程の中で、模倣品の購入者（輸入者）が、個人使用を主張して商標権侵害該当性を争

う場合があります。その場合、場合によっては税関では反証困難となりまして、模倣品の
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流入を阻止できないケースがあるという状況でございます。 

 これらも先ほどありましたとおり、「争う旨の申出」がなされて、その大半は「個人使用

主張」ということで、結果として、模倣品の流入増加に歯止めをかけることができていな

いということで、模倣品の越境取引の問題について、何らかの措置を講じるべきではない

かということでございます。 

 過去、平成 16 年の商標制度小委員会で御議論がございました。国内の個人の行為に着目

して、規制の検討が行われました。しかしながら、個人の行為を商標法で規制することに

ついては、産業財産権法の制度趣旨や法体系（「業として」）増えの影響を踏まえて、慎重

に検討すべきとの意見が多く、改正は見送られた状況でございます。 

 個人の行為については、商標法で規制することについては、引き続き慎重な検討が必要

ではないかと思っております。 

 海外の状況を調べた結果について書いております。個人使用目的による模倣品の輸入は

税関で差し止められるか。ハンドキャリー（携帯品）を除くということでございます。 

 アメリカについては、丸でございます。一定量以下のハンドキャリーを除きまして、個

人使用目的のものは、模倣品は税関で差し止められると確認しております。 

 ＥＵについても、同様でございます。従来は、個人使用のための模倣品の輸入が商標権

侵害に該当するか、税関で差し止められるか等について争いがありました。これは 2014年、

欧州連合司法裁判所の判決により、個人使用目的の輸入の事案について、ＥＵ域外の「販

売業者」の行為について商標権侵害等が成立するものとして、税関の差止めの対象とする

ことを認めたということでございます。 

 この判決を踏まえて、当方で調べた範囲では、ＥＵ域外の事業者が模倣品をＥＵ域内に

宛てて送付した場合は、当該ＥＵ域外の事業者の行為を「輸入」等として商標権侵害が成

立すると解釈し、税関差止めの対象とされていると聞いております。 

 日本については、先ほど申し上げたとおり、個人使用目的については、税関では差し止

められる対象となっていないということで、今回、ＥＵのように、海外の事業者の行為に

着目して規制を行うことはできないかということを考えております。 

 続きまして、10ページ目でございます。現行の法律の解釈でどうなるかということにつ

いて、我々の調べた範囲をまとめております。海外事業者が国内の個人に模倣品を直接販

売する行為が、現行商標法上の「譲渡」に該当して、商標権侵害が成立するのではないか

という考え方もあるかと思います。しかしながら、これは不使用取消審判の審決取消訴訟
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ということで侵害事案ではありませんが、この裁判例によると、海外事業者による直接販

売・発送行為は、国内における「譲渡」に該当しないということで、不使用と判断した例

があるということでございます。 

 続きまして、11スライド目をご覧ください。「輸入」とみなせないのかということです。

「輸入」については、商標法上では定義はございません。関税法と同様に解しますと、外

国から到着した貨物を本邦に引き取る行為が、関税法では定義として「輸入」とみなされ

ております。したがいまして、輸入の行為主体は、海外事業者からではなく、国内の者と

なるのが原則と考えられております。 

 他方で、過去に、また別の審決取消訴訟でございますが、国内の方が事業者の場合です

が、輸入行為をもって海外の事業者による「輸入」に該当すると判断した例が、下のよう

なものでございます。ただ、この裁判例を踏まえても、これは国内のほうが事業者であり

ましたが、国内の送付先が個人である場合、あるいはこれは不使用の関係でしたが、侵害

事案の場合に、同様の解釈がとれるかどうかは明らかになっていないと考えております。 

 そこで事務局で考えております、商標法改正の方向性でございます。海外事業者の行為

に着目した規制ということでございます。おさらいしますと、近年の越境取引の変化、模

倣品の流入増加を踏まえて、何らかの措置を講じるべきと考えます。過去の検討に照らし、

個人の行為を商標法で規制することについては、商標法の制度趣旨や法体系全体に影響を

与えるものであり、引き続き慎重な検討が必要であろうかと思います。 

 また、海外事業者の行為（国内の者に模倣品を直接販売・送付行為）について、現行商

標法上、あるいは裁判例でも、商標権侵害に該当するか明らかでないという状況を踏まえ

て、海外の事業者が国内の者に模倣品を直接発送する行為を、日本に持ち込まれた段階で

すが、新たに商標権侵害と位置づけることで、「業として」を維持しながら、模倣品の流入

に歯止めをかけたいということで、下のほうに簡単に絵をかいております。この赤囲みで

書いている、海外におられる事業者の方が日本国内に持ち込んだ段階において、直接送付

する行為を商標権侵害行為とすることによりまして、税関で取り締まることができるので

はないかと思っております。 

 ※印で書いておりますが、先ほど申し上げたとおり、現行で差しとめられているものは

商標が大半ですが、特許、意匠でも存在することから、こうした問題はほかの産業財産権

との関係でも生じることから、産業財産権四法の改正を検討しているということでござい

ます。 
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 最後のスライドは参考でございます。海外事業者の行為とインターネット上における商

標の「使用」ということで、これはまた別の審決取消訴訟でございます。海外の事業者が、

日本語で表記されたウェブサイト上に日本の登録商標を付すことについて、日本国内での

使用に該当すると判断した例がございます。下に書いておりますが、模倣品の物理的移動

を問題とする事例でなく、また侵害該当性を明らかにしたものではありませんけれども、

日本国内の需要者を対象とする海外事業が行っている行為を問題とし得る点ということで、

今回の検討の参考になるかと思い、参考として付させていただきました。 

 私の説明は以上になります。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 それでは、財務省関税局と事務局からの御説明に関して自由討議を行いたいと思います。

これまでの説明につきまして、御質問や御意見等がございましたら、お願いいたします。 

 本多委員よろしくお願いします。 

○本多委員 御説明いただきまして、ありがとうございます。弁理士の本多でございます。

私どもとしても、昨今の越境による模倣品等の取引が急増していることに鑑みまして、是

非とも何とかしていただきたいという希望を多く承っております。海外事業者が模倣品を

国内に流入される行為を商標権の直接侵害と位置づけること、「業として」を維持しながら

侵害主体を海外事業者とすること、さらに四法横並びで改正されることを御検討いただけ

るということに、全面的に賛成させていただきたいと思っております。 

 ただ、御説明いただきました海外事業者が発送する行為を侵害と見ることになりますと、

属地主義の関係で法の適用というものが可能なのかどうか、そういったところで用語など

を選ぶ必要があるのではないか、につき懸念しておりますので、その点について御教示い

ただければ幸いでございます。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 今の点に関して何かございますでしょうか。 

○猪俣制度審議室長 今回侵害行為と位置づけるのは、日本の需要者に向けて行っている

ことが明らかな行為であり、また、日本の領域内に入った段階、国内で行われているもの、

日本国内に入ったものを捉えて規制対象とするものでありますので、属地主義との関係で

も問題にならないのかなと我々としては考えております。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 本多委員よろしくお願いいたします。 
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○本多委員 そういったことが規定の文言上に、明らかになるような文言を御使用になる

予定と理解してよろしいでしょうか。 

○猪俣制度審議室長 具体的な条文については、今後法制局ともよく相談しながら検討し

ていきたいと思いますけれども、我々としては、日本国内に入った時点においてなるよう

に考えたいと思っております。 

○本多委員 ありがとうございます。 

○田村委員長 最後に御紹介していただいた 13 ページにもありますように、インターネ

ットの事例で、にわかには直接適用される話ではありませんが、ＷＩＰОの勧告等でも、

海外のサーバーであっても、そこから発信されているようなものであっても、それが日本

向けであることが明らかなような場合があります。円建てでやっているとか、日本語のサ

イトであるとか、さまざまな事情があったときには、日本法を適用して構わないという発

想があります。一般的に属地主義というのは、そういうふうに柔軟にできるものと私など

は考えておりますけれども、もしよろしければ御専門の方がいらっしゃるので、よろしく

お願いいたします。 

○駒田委員 私はこの会議に先立って特許庁から説明を受けたときに、本件のような小口

の発送がされた場合も、日本の商標法を域外適用していいのだという意見の持ち主ですと

自己紹介しました。なぜかというと日本の商標法も、国際私法を介して適用されるはずで、

その国際私法は準拠法を選択するに当たって連結点を使うわけです。その連結点は、私の

場合は最終需要地だと考えておりまして、日本が最終需要地になるのだから日本法を適用

してもいいのだと。譲渡しているということで日本法上、商標権侵害行為をやっていると

評価してもいいのだということを、私は考えていますよと申し上げました。 

 ただ、私の考え方を明確に採用してくださっている裁判例は見当たらない状況で、むし

ろ不使用審判の関係で、外国で発送した場合は、日本法上譲渡しているとは言えないとい

うことを言った裁判例があるというお話です。海外でも私の考え方をダイレクトに採用し

ているような裁判例も、どうもすぐには見つかりそうもないし、御案内のように属地主義

というものをはっきりと打ち出した特許のほうのカードリーダー事件最高裁判決もあるこ

とですから、事態が急を要しているのだったら、このような法改正も必要かなと思います。

属地主義に割と配慮したような法改正をされるように聞いておりますので、事態が急を要

しているのであれば、それも必要かなと考えました。法改正で属地主義自体を否定しよう

と思ったら、法の適用に関する通則法のほうでやるべきかな、と思います。 
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○田村委員長 ありがとうございます。駒田先生が少数だとおっしゃったのは、海外で行

われる行為自体に対してまで日本の商標法を適用する可能性に関しての御意見です。実は

駒田先生と私はこの問題に関して、いち早くその考え方を日本で出した二人でありまして、

少々偏った意見を持つ二人なのです。ただ、我々も今御説明があったそこまでの改正では

なくて、より周りの意見を反映して、日本に入るところで規制しようというものだという

御説明でありましたので、我々みたいな過激な説をとらなくても、大丈夫だろうというこ

とです。 

○駒田委員 確かに工業所有権では過激に見えるのかもしれないですが、著作権法の世界

では、日本の著作権法上送信可能化と言われているような行為は、どう見ても日本で起こ

っていないという場合でも、普通に日本の著作権法を適用している裁判例は少なくありま

せん。だから、考え方次第なのです。少し考え方を変えれば、私のような見解も成り立つ

とは思うのです。ただ、最高裁のカードリーダーの判決も、どのようにこれを解釈したら

いいのかよくわからないとか、いろいろな見解がございます。実務のほうでも明確な指針

が欲しいということでしたら、このような法改正もありかなと考えている次第でございま

す。 

 以上です。 

○田村委員長 どうもありがとうございました。 

 ほかにいかがですか。 

 島並委員お願いします。 

○島並委員 それでは逆の立場から、あえてということでもありませんが、２点教えてい

ただきたいと思います。侵害の対象となるのはあくまで「行為」ですけれども、さまざま

な行為のうち、どれを捉えて侵害とお考えなのか。つまり海外での発送なのか、通関なの

か、国内での受領なのか、ということを教えていただきたいのが１点です。 

 それから、行政的に通関だけを止めればいいのか、それとも海外の事業者に対して、損

害賠償請求等の民事的な責任を負わせることもお考えなのかどうか、この２つです。 

 以上、要件と効果と両方とそれぞれ１つずつということですけれども、教えていただけ

ればと思います。 

○田村委員長 どうもありがとうございました。 

○猪俣制度審議室長 直接送付されて日本に入るという段階なのかと思いますので、その

ような意味では海外から発送したというよりは、日本に直接持ち込む、日本に到着した段
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階と我々としては思っていて、そのような意味では通関なのかなと思っております。実際

にこれは侵害対象にすれば、２点目は罰則の対象になり得ると思うのですが、ただ、それ

自身は属地主義との観点で、海外に事業者が在住しているという意味では、その罰則をか

けることは難しい点はあろうかと思いますが、没収はできるのかなと思っております。 

○島並委員 刑事罰は難しいが行政的な没収は可能ということですが、民事的な責任につ

いて、海外の事業者に対して負わせることはお考えでないということですね。 

○猪俣制度審議室長 侵害行為になるので、かかるということです。 

○島並委員 かかりますか。そうすると通関の主体が誰なのかが、最後は詰めるべき問題

として残るかと思います。既に御説明あったとおり、所有権が海外で移転している場合は、

日本国内にいる輸入者が通関の主体だというのが商標だけでなく特許においても一般的な

考え方かと思いますので、そうすると、輸入を海外で「させる」とか、やや技巧的な文言

で、輸入者を幇助するような海外行為を商標の「使用」として新たに創設しないと、責任

を負わせることは難しいのではないかという気がしております。 

 なお、先月、東京地裁の判決がございまして、海外での特許製品の譲渡は適法であるが、

その日本国内における申し出が「譲渡の申出」にあたり特許権侵害が認められるという例

が出ております。それがそのまま商標権に当てはまるかどうかは、なお要検討ですけれど

も、海外における発送を直接侵害と捉えるのはやはり難しくて、通関させる、輸入させる

という点を侵害と捉えると同時に、当該物品を税関での没収の対象ということにするのが、

座りがいいのかなと感じております。 

 以上です。 

○猪俣制度審議室長 ありがとうございます。御紹介いただきました特許の判決もまだ明

らかになっていないみたいなので、また入手次第よく勉強していきたいと思います。 

○田村委員長 島並委員、確認ですけれども、裁判例は法律がない状態での判断だという

ことになると思いますが、法改正の限界としても、同じようなあたりにおさめたほうがよ

ろしいという御意見になりますか。 

○島並委員 そこが駒田さんの先ほどの説明とは違うのですが、やはり属地主義との関係

では、特許であれば実施、商標であれば使用という侵害行為はあくまで国内で行われるべ

きであり、「譲渡の申出」における譲渡のような侵害前提行為についてのみ海外での行為も

含むかが問題となり得ると考えています。 

○田村委員長 駒田委員よろしくお願いいたします。 
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○駒田委員 島並先生がおっしゃっている裁判例はまだ見てないのですけれども、譲渡の

申し出行為というのは、どのような行為がそこでは問題となっていますか。 

○島並委員 宣伝・広告といった事業活動です。 

○駒田委員 ウェブサイトを使ってでしょうか。 

○島並委員 恐らく、顧客のところを回って、購入を促すという行為もやっていたのだろ

うと思います。 

○駒田委員 まさに譲渡の申し出行為は、日本国内で行われているということでしょうか。 

○島並委員 そうです。ただ、その前提となる譲渡が外国で行われたにもかかわらず特許

権侵害を認めたのが先の東京地裁判決です。ただ、私自身は反対の見解を持っております

し、今控訴されていますので、その点はまだどうなるかわかりません。 

○駒田委員 その譲渡の申し出が日本で行われても、譲渡まで日本で行われないと、属地

主義との関係で侵害責任を問えないのではないという問題意識ですか。 

○島並委員 私はそう思っていますが、これについて既に論文を書かれた横山先生はそう

ではなく、争いがあるところです。 

○駒田委員 私もそうなのですけれども、そこは別にセットでなくてもいいと思っている

のです。 

○島並委員 私は特許法２条３項１号という号数まで同じ、しかも定義規定として置かれ

た条文の中で、「譲渡等」という２つの言葉が、片方だけが国外行為も含むという解釈は、

難しいと考えています。立法政策として、海外譲渡の国内申出を侵害とする制度を設ける

ことは背理でないと思いますが、それは明示的な立法の手当が必要であり、少なくとも現

行法上は難しいのではないでしょうか。研究会のようになりすみません。 

○田村委員長 ちょうど今両極から御意見がある中、特許庁のお考えはおそらく中庸を捉

えているのではないかと思いますが、もしよろしければ横山委員、お話はありますか。 

○横山委員 少々音声が聞き取りづらいのですが。 

○田村委員長 声が少々聞こえづらいようですが、今はいかがでしょうか。 

○横山委員 質問の内容がとりづらいのですけれども。 

○田村委員長 横山委員のお考えを言っていただければ、それで結構です。 

○横山委員 従来は、行為が日本で行われているかどうかで侵害の成否が決まっていたと

思います。輸出や輸入についても、日本で行われる行為であることを前提に商標権の効力

の及ぶ使用行為と整理されていたと思います。今回問題となっている海外からの輸出行為
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は、それが日本の市場をターゲットにしている場合でも、行為自体は海外で行われている

わけですから、商標権の効力を及ぼすのであれば、立法で明確にルールを規定しておいた

ほうがいいと思います。 

○田村委員長 ありがとうございます。特許庁のお立場を支持していただいているような

気がいたします。 

 江幡委員お願いいたします。 

○江幡委員 高尚な議論を妨げるようなことになって恐縮ですが、平成 16 年にこの問題

を検討した際、先ほど御紹介のあったとおり、「業として」という要件をどうしてもクリア

できないということで、御存じないかもしれませんが、代わりに特許庁で事例集を出しま

した。その中でも外国のサーバーを使って、日本向けに日本語で広告・宣伝をする行為は

商標権侵害に当たり得るということを、当時は書かせていただきました。御紹介まででご

ざいます。 

 それから、方向性としては、私も何かしなければいけないというニーズを実務で感じて

おりますので、何らかの対処ができればいいと思っております。一番難しいのは、それを

どのように条文に書くのかという、まさに起草のところかと思います。そこは特許庁にお

任せしますが、産業財産権法四法に影響するところであり、さまざまな意見を聞いて納得

できる条文を作るのが一番大変であろうと思います。 

 それから、資料２に基づく財務省の石川様のプレゼンについて質問が３点ほどございま

す。１つ目は、スライドの３頁になります。「関税法 69 条の 11における『輸入してはなら

ない貨物』の考え方」というところに、輸入行為が知的財産権法上罰則で禁じられている

ことが要件となると読める記載がございました。そうすると今回の特許庁で考えているこ

ととの関係で、その輸入行為が罰則で禁じられていることという考え方がどこまで厳格な

ものなのかというところが１つ気になりました。輸入自体が禁止というと誰が輸入してい

るのかという、先ほどの議論になろうかと思います。 

 ２つ目ですが、先ほど認定手続の簡素化手続の場合に、輸入者から個人使用目的だとい

う意見が述べられるというご説明でしたが、仮に意見で虚偽を述べた場合、すなわち個人

使用目的でないのに個人使用目的だと言ったときに、何か罰則等の適用があるのかどうか

をお聞きしたいと思っております。質問の理由は、仮に海外の事業者の行為を規定する形

にしたとしても、実際に小包の表紙に書かれているのは、例えば、ベトナムとか中国在住

の個人名のようなものが表記されているだけで、これを見ただけでは事業者かどうかわか
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らないだろうと思われるからです。現状もそうですし、恐らく今後もそうなる可能性があ

って、何か実務的な対応は当然必要だろうと思われます。 

 例えば意見書の中で、どのような経緯で商品を購入したのかを書かせるとか、某ＥＣサ

イトで買いましたということを書かせれば、それが発端となって輸入されているというこ

とがわかるので、「業として」という認定を税関においてすることもできるでしょうけれど

も、それがないと小包に貼られた書類を見ただけではわからないのではないかというのが

懸念点です。 

 ３点目は個人輸入を仮装しているようなケースもあって、何か取り組み、対処されてい

るということですが、それは何かデータベースのようなもので情報を構築しているのか、

海外の事業者が業としてやっているけれども、個人を仮装して小包を送っているような場

合に、どう対処できるのかというところが気になっております。 

 以上です。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 質問は幾つか分かれていまして、罰則を誰に科すのかという問題、あるいは仮装の場合

の取り組みの問題がございました。おそらく事務局あるいは財務省関税局の両方からもお

答えの可能性があると思いますが、まずは財務省からお願いいたします。 

○石川財務省関税局知的財産調査室長 財務省でございます。１点目の、資料２の３ペー

ジの①の輸入行為のお話でございますが、特許庁さんのほうで商標法においてどのような

形で規定されるか、未定と承知しておりますが、例えば、今回特許庁さんで検討されてお

ります、海外の事業者が国内の者に模倣品を直接発送する行為というものを、何らかの形

で輸入に含まれるような概念として新たに規定されるような形ですと、３ページの取りま

とめの考え方と整合できるようになるのではないかと考えております。 

 ２点目は、現在の制度において、個人使用について虚偽ということがあった場合に、罰

則はあるのかということでございますが、それは虚偽の内容によって、また、どの程度悪

質かによりケースバイケースのところはございますが、悪質性が高かったり、量が多かっ

たりということがあった場合、「輸入してはならない貨物」の輸入については罰則の適用も

ございますので、個人使用目的と言っていたけれども、それは虚偽であることがわかった

場合に、実際に罰則を科しているケースはございます。 

 ３点目は、仮装について税関でどのように確認や調査をしているかでございます。現在、

認定手続において権利者の方、輸入者の方から意見書を提出していただいて、その内容も
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踏まえて侵害か否かを判断しております。その中で個人使用目的を主張する輸入者には、

個人を仮装した事業者が紛れ込んでいる場合もありますので、そうした事業者による輸入

を差し止めるために、可能な限り過去の通関実績や国内の販売の事実があるかなどの確認

に努めているところでございますが、一部個人使用目的ではないことを税関側で確認がで

きずに、通関せざるを得ないケースがあるのが実態でございます。 

 以上でよろしいでしょうか。 

○田村委員長 事務局からどうぞお願いいたします。 

○猪俣制度審議室長 商標法上は個人が対象になっておりませんが、事業反復行為であれ

ば、事業性が認められる場合には、そのようなことがあり得ると思います。海外の事業者

の場合であれば、海外の個人なのか事業者、これも結局税関の方々にエンフォースメント

をやっていただくことになると思います。受け取る側も事業者なのか、事業者であれば現

行は規制になっておりますが、個人を仮装して何回もやっている場合は、そこはエンフォ

ースメントで取り締まっていくことになろうかと思います。 

○田村委員長 よろしいでしょうか。江幡委員どうぞよろしくお願いいたします。 

○江幡委員 実務、多分今後どのように運用をするかという話だと思いますけれども、な

るべくその事業性が明らかになる証拠が示されるように運用できれば実効性が高まるのか

なと思います。 

○田村委員長 先ほど財務省さんからの御説明で、資料２の３ページの輸入について、ワ

ーキンググループの座長のとりまとめのことは、もちろん今回の問題を考えてのことでは

ないのですが、この考え方の下でも、今回こちらのほうに位置づける特許庁さんのほうで

海外の発送が罰則に係るということであれば、類推なのか拡張解釈なのかわかりませんが、

この座長のとりまとめの趣旨が適用されるだろうという御説明でした。それでよろしいで

しょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 林委員お願いいたします。 

○林委員 御説明ありがとうございます。先ほどお話があったように 2004 年、平成 16 年

の知財戦略本部での知財推進計画でも、この模倣品の個人輸入の取り締まり強化が掲げら

れておりました。その後も、先ほど財務省から御紹介があったように議論があり、そのと

きは業要件がネックになって、啓蒙活動を行うとか、江幡先生が御紹介になった事例集を
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出すとか、そういう対応で 2020 年まで来ている状況であります。 

 この間、2006 年、平成 18 年から、先ほど財務省から御紹介のあったような税関におけ

る水際差止めの認定手続が導入されて、これはかなり運用も定着し効果も上がっており、

各国と比べても非常によい運用になっていると思うのです。しかしながら、先ほど御紹介

があったような特に新型コロナ禍で、ＥＣ取引ネット利用によって小口の郵便による商標

権侵害の越境取引が、９割９分という状況になっている。こういった立法事実を考えます

と、確かに業要件そのものを正面から変えるのは難しいのかもしれませんが、先ほど税関

からお話があったように、輸入に含まれるような概念として新たに規定されるような形に

すると、越境取引を侵害者は外国と言わずに業要件は残しつつ、海外事業者から商標権侵

害品の送付を受ける行為は、受け取り手が個人であっても、商標法上の侵害行為である使

用の一形態である輸入に含まれるというような手直しをすることは、これまでの経緯や重

大な立法事実を考えると、そこは一歩踏み出す時期ではないかと考えております。その点

で文言をいろいろ調整することは必要なのですが、そのような捉え方をすれば、先ほど議

論のあったような難しい技巧的な解釈をしなくても済むのではないかと考えます。 

 以上です。 

○猪俣制度審議室長 我々としても属地主義の議論がございますが、法制局とこれから議

論していくことになりますが、海外の事業者が発送する行為を、日本に入ってきた段階で

押さえていくという法改正は、法制局とも議論しながら、その概念をうまく定義づけて何

とか正しい条文ができるように頑張っていきたいと思っております。 

○林委員 私が今申し上げたのは、発送をとらえるのではない方法もあるのではないかと

いう御提案をしたところです。 

○田村委員長 この会は非常に歴史的な方々がそろっていらっしゃいます。私も 2004 年

当時からおります。また、長年、今の林先生の御発言の商標の定義の見直しを含めた抜本

的な御提案、御検討に結びつけようというお話、ごもっともなところがあります。それは

それでまた大きな話ではありますので、承って検討するということでいかがでしょうか。

狙いとするところは同じで、あとはどのような改正をするかということであるかと思いま

す。 

 駒田委員お待たせしました。 

○駒田委員 その税関を通すところからの行為を発送者の行為とし、それを日本の特許法

で把握するという方向性で議論していると思うのです。その行為を輸入に含めるという提
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案が聞かれましたけれども、島並先生は、譲渡等の申し入れと言ったら、その譲渡も日本

で行われていないと、日本法上侵害と評価できないとおっしゃったのですが、そのような

考え方をとる先生にも配慮して、譲渡等の申し入れと言ったときに、譲渡等に新しい輸入

の概念を含めれば多分その問題も解決するような気もするのですが、いかがでしょうか。 

○島並委員 それで侵害として差止めの対象になるのは申し出行為ですよね。だから通関

行為そのものを禁止するなら、輸入なり譲渡なりという物の流通にかかる行為を違法と位

置づける必要があるのではないでしょうか。 

○駒田委員 使用概念を拡大してとらまえた上で、さらに新しい概念の輸入を申し出てい

る行為というのも、これで問題なく商標法上侵害と言えるのではないかという。 

○田村委員長 いろいろと新しいアイデアも出てきているようですけれども、基本的には

狙いとするところは同じだと思います。法技術的な問題もありますので、御提案があった

ということで検討させていただきたいと思います。それでよろしいでしょうか。 

 ほかいかがでしょうか。 

 齊藤委員お願いします。 

○齊藤委員 せっかくですので、この産業界というか、被害者側から幾つかコメントさせ

ていただきたいと思います。今回このような形で立法化されることに対して、我々商品を

つくっているメーカーの立場としては非常に歓迎しております。このような形でなぜとめ

られていなかったのかというのは、私自身も非常に疑問でありました。 

 その中で質問ですが、今回、欧州での判例を１つの事例として挙げて今回検討されてい

るのですが、例えば中国とかロシアとかほかの国で、同じように商標法上の侵害行為とみ

なしていることをしている国は具体的にあるのかという質問が１点あります。 

○猪俣制度審議室長 我々はまだ調べ切れておらず、今は欧米のみを調べた段階で、ほか

の国で探してより参考になるものがありましたら、また御報告したいと思います。現時点

ではまだわかっておりません。 

○齊藤委員 というのは国際上も、どの国でも同じような解釈でそういうことができると

いう感じで捉えているほうが、ユーザー側からは非常にユーザーフレンドリーなのかなと

いう気はしていました。 

 今回このような形のものが立法化されることについて、我々として一番期待したいのは、

それをいかに国民に知らしめていくのかというところが重要なポイントになると思ってお

ります。国民全体がそのような行為は侵害行為だから輸入できなくなるよ、購入できなく
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なるよというシグナルを何らかの形で流していかないことには、国民がそのような商品を

求めている実態が世の中にありますので、そこをとめるのは難しくなるのではないか。小

口化しているところも抑制できないのではないかということが気になりました。もちろん

海外事業者に対して、盛んに文言で今議論がありましたが、いわゆる輸入させる行為が侵

害行為に当たるというのであれば、海外事業者に対しても知らしめるような機会をうまく

導入していただければと思っております。 

 それと並行して、我々も模倣品を意図的に購入して、その流通経路、模倣品の品質、商

品を検査する行為、我々はトラップパーチェスと言う場合もあるのですが、そのようなこ

ともいたします。そのようなときに、その商品がとめられてしまって非常に面倒な手続を

通さないと手元に届かないことになるのも困りますので、そのあたりも何かうまい方法を

考えていただきたいという気がしました。 

○猪俣制度審議室長 国内外の周知については、財務省様ともよく相談しながら進めてい

きたいと思っております。 

 トラップパーチェスについては、エンフォースメントの関係かと思いますので、財務省

さんはいかがでしょうか。 

○石川財務省関税局知的財産調査室長 ご質問の趣旨をもう一度お話ししていただいてよ

ろしいでしょうか。 

○齊藤委員 オンラインで模倣品が出回っているということを聞いたとき、そういう情報

が入ったとき、我々が意図的に消費者を装って模倣品を購入して、その流通経路を探るた

め、要は送り主がどうなっているのか、輸出者、海外で輸出行為を行っている人は誰なの

か、国内でそれを請け負っている業者は誰なのか、そのようなところをトレースする作業

を時々します。そのときに今回の商品が有無を言わさずに、この立法化されたルールで商

標権侵害ということで没収されて、とめられてしまうのも困るということがあったので、

何かうまい方法があるのかなと思いました。 

○石川財務省関税局知的財産調査室長 今回新しい制度を導入された場合においても、認

定手続はこれまでと同じようにとっていくことになります。その中で御意見を権利者の

方々にこれまでと同様にお伺いすることになりますので、その中で今お話があったような

こともお伺いしながら、侵害認定等を進めていくことになるかと思います。 

○齊藤委員 なるほど、わかりました。ありがとうございます。 

○田村委員長 税関での手続的なことはこれから詰めるのでしょうけれども、少なくとも
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商標権侵害だという位置づけですから、権利者が許諾していれば侵害にならないというこ

とになります。今の例は、トラップパーチェスは権利者の御承諾のもとでなさっていると

いうことであれば、特許庁さんの改正提案では、それを妨げるものではないと理解してい

ますが、よろしいでしょうか。 

○齊藤委員 わかりました。ありがとうございます。 

○田村委員長 ほかいかがでしょうか。本多委員どうぞよろしくお願いいたします。 

○本多委員 財務省の方がいらっしゃっておりますので、お尋ねいたします。気が早いお

話でございますが、侵害と疑われる方に対する手続保障と簡易迅速な手続の要請というも

のが、海外事業者が対象となる場合に難しくなってくると思われますので、そこは両方の

バランスをとられた制度設計をお考えになっているのでしょうか。 

○石川財務省関税局知的財産調査室長 具体的な運用については、検討を始めてそれほど

時間が経っておりませんので、まだそこまで詰めて考えていないのですけれども、ただい

まお話があったことも踏まえまして、今後どのように運用していくか検討してまいりたい

と思います。 

○田村委員長 ほかいかがでしょう。 

 よろしければ、商標の定義の見直しにつながるお話とか、実施、使用の定義の見直しに

つながるお話とかいろいろアイデアもございましたけれども、基本的には内容の方向性と

しては、海外の事業者の日本に向ける発送行為を今回侵害していくという方向性について

は、皆さん反対がなかったものと理解しております。細かなところも含めてこれから御検

討をお願いしたいと思います。 

 大向委員お願いします。 

○大向委員 大向です。私としても、今回の模倣品の越境取引に関する商標法上の規制の

必要性に関する検討については、今までの侵害品の輸入業務に係る問題意識から、方向性

に賛成であります。先ほど属地主義のお話などいろいろ出ており、そこは先生方のお話の

とおりで、私から付け加えるようなお話ではないのですが、配付資料で御紹介いただいて

いる判決（東京高判平成１５年７月１４日（平成１４年(行ケ)第３４６号））でも、属地主

義の観点に関して触れられた上で、海外事業者からの行為について、外国法人による使用

として法的効果を認めるのが相当であるという判示がなされておりますのを拝見している

ところです。御説明にもあったように、この判決は不使用取り消しの場面に関する事案で

あり、侵害の有無での場面において必然的に同じように判断されるものではない、と思う
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ところでございますけれども、権利者が権利を維持するという場面での使用行為として、

少なくとも属地主義の点も踏まえながら、外国法人による使用行為を認められている点は

参考になるものと拝見いたしました。 

 もう１点は感想的なものですが、江幡委員が御指摘されていた、今後海外事業者の行為

が侵害行為とされていく場合に関して、税関の手続の中で個人名義での発送が増えるので

はないかと感じました。商標の模倣品の対策などをしている中でも、簡素化手続は大変有

効になっていると思うのですが、それでも関税局様からの個人使用主張のお話にあったと

おり、争う旨の申出は多く、権利者側からするとその対応に手間が増えるようなところで

す。この点は、より機能的に制度が運用できれば日本国内のマーケットが保護されるので

はないかと思っております。先ほど個人使用主張に関して、その方法として意見書でその

購入経緯等を書いていただくなどのお考えもありましたが、逆に権利者の説明文書の対応

等が大変になると、結構やりとりが増えることもあり得るように思いました。特許権にか

かる侵害品の輸入の場合でも、個人使用目的の商品である旨の説明が出てくる場合が経験

上ございますので、個人使用目的の主張への対応等の課題解決というのは重要であろうと

思っております。 

○石川財務省関税局知的財産調査室長 ありがとうございます。関税法の本件の商標法等

の改正を受けた具体的な改正内容については、現在検討中でございますが、商標権侵害に

該当するか否かを決定する税関の認定手続におきまして、今回特許庁さんで検討されてい

る、海外から日本国内の者に模倣品を直接発送する差出人が、事業者に該当するか否かと

いうことを税関で判別することになるかと思います。ただ、その判別は実務上なかなか困

難な場合もあり得るかと思います。例えば、取引の当事者である輸入者に立証していただ

くとか、模倣品を発送する者が事業者に該当するか否か、税関で判別することが可能とな

るような何らかの制度改正を行うことを現在検討しているところでございます。 

○大向委員 ありがとうございます。 

○田村委員長 ほかにいかがでしょうか。 

 國分委員どうぞよろしくお願いいたします。 

○國分委員 東京地裁の國分です。裁判所として関心があった点について島並先生から御

質問いただきました。侵害訴訟にどのように影響するのかというところは裁判所としては

非常に関心があったところです。先ほど紹介いただいた東京地裁の判決は、海外での譲渡

行為を侵害としたわけではないので、今回、海外からの輸入で日本に来たところをとらえ
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るということになると、かなり踏み込んだ話になり、これまでの枠組みとは大きく変わる

と考えております。実際に法を解釈・適用する立場としては、かなり明確な定義をすると

か、あるいは適用範囲が不当に拡大しないような配慮をしていただいて、立法いただきた

いと考えております。よろしくお願いします。 

○田村委員長 貴重な御意見ありがとうございます。 

 ほかいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、この件については以上としたいと思います。 

 

  ４．国際商標登録出願に係る手数料納付方法及び登録査定の謄本の送達方法の見直し 

   について 

 

○田村委員長 それでは、続きまして、「国際商標登録出願に係る手数料納付方法及び登録

査定の謄本の送達方法の見直しについて」について、資料４をもとに事務局より御説明い

ただきたいと思います。その後、質疑に移りたく思います。 

○髙野商標課長 商標課長の髙野でございます。それでは資料４をご覧ください。国際商

標登録出願、いわゆるマドプロ出願の手続について、２つの議題を御議論いただきたいと

考えております。 

 スライドの１をご覧ください。現行制度の概要でございます。まず手数料の納付方法で

ございます。マドリッド協定議定書に基づいて指定国が定める出願料を納付する際、指定

国は一括納付又は二段階納付のいずれかを選択可能となっております。マドリッド協定議

定書の中では、手数料ということで日本の商標法のような出願料金、登録料金という概念

はございませんが、手数料という１つの概念の中で、一括納付と二段階納付が選択できる

という制度になっております。その中で日本は現在、二段階納付の制度を採用していると

いうことでございます。 

 続きまして、２点目、登録査定の謄本の送達方法でございます。いわゆるマドプロ出願

について、登録をすべきという審査結果が出た場合は、日本の商標法はマドプロ出願を商

標登録出願とみなすという規定になっていることから、まずは登録査定の謄本を国内法に

基づき、ＪＰОから出願人に国際郵便で直接送付しております。もし、国内に代理人がい

る場合は、この登録査定の謄本は国内の代理人に郵送しております。 

 続きまして、②でございます。一方でマドリッド協定議定書の規定に基づいて、ＪＰО
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からＷＩＰО国際事務局経由で出願人に、議定書に基づいた保護認容声明というものを送

付しております。これはＪＰОからＷＩＰОへの送付は電子的に実施しています。 

 次のスライドをご覧ください。現行制度の概要になります。簡単に御説明しますと、出

願人は、本国官庁を通じてＷＩＰО国際事務局に願書を提出するわけですが、このときに

一段階目の手数料を納付するということでございます。日本を指定した者については、Ｊ

ＰОで審査した後、拒絶理由がない、登録すべきというものについては、議定書に基づい

た保護認容声明、これは青い矢印ですが、これを電子媒体でＷＩＰО国際事務局を経由し

て出願人に送付しています。もう一方で赤い矢印になりますが、国内法に基づいて登録査

定の謄本を国際郵便で送付しております。これは国内に代理人がいる場合は、先ほども御

説明しましたが、国内の代理人へ送付しますが、この図の場合は代理人がいない前提とな

っております。そして、それを受け取った出願人は二段階目の手数料を納付して、設定登

録される、これが現行のフローになっております。 

 次のスライドをご覧ください。問題の所在ということで、まず手数料の納付方法でござ

います。手数料の二段階納付が議定書上認められておりますが、実は締約国 106カ国のう

ち二段階納付を採用している国は、日本、ブラジル、キューバの３カ国のみとなっており

ます。そして二段階目の納付行為が必要となることについて、出願人に追加的な手続負担

が生じています。二段階目の納付の手続を忘れると、みなし取り下げということになりま

すが、それが年間約 700 件程度発生しております。また、この３カ国の二段階納付の採用

国のために、ＷＩＰО国際事務局において事務負担が生じている現状でございます。 

 少し過去の経緯を御説明しますと、日本がマドリッド協定議定書に加盟した当初ですが、

その当時は制度として一括納付の制度しかございませんでした。ですので、日本は加盟当

初、一括納付制度を採用していました。ただ、その後 2001年、平成 13 年の議定書規則改

正によって二段階納付制度を選択することが可能になりました。そこで当時日本は、手数

料が高額であったことと、マドリッド制度の利用促進のため二段階納付制度を採用しまし

た。しかし今となっては、ユーザーにとって手続上の負担が大きいのではないかと考えて

おります。 

 続きまして、登録査定の謄本の送達方法でございます。商標登録の許可という１つの事

象に対して、先ほどから御説明しているように保護認容声明と登録査定の謄本の送達とい

う、二重の事務手続が発生している現状でございます。また、今般の新型コロナウイルス

感染症の影響により、一部の国について国際郵便の引き受けが停止されて、登録査定の謄
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本を発送できない事例が発生しました。 

 次のスライドをご覧ください。対応の方向性でございます。出願人の手続負担の軽減、

ＷＩＰО国際事務局及びＪＰОの事務処理負担の軽減、そして国際的な手続調和を推進す

る観点から、日本においても一括納付制度を再度採用してはどうかと考えております。 

 一括納付制度を採用した場合ですが、これは国際標準にあわせて、万が一拒絶査定とな

った案件についても、手数料の返還はしないという整理にしたいと考えております。日本

の手数料は、今は特別高いわけでもなく標準的でございますし、他の締約国では拒絶査定

の場合、返還請求制度は設けられていない実情もございます。また、マドプロ出願は、最

終的に登録査定となる割合が 85％程度あることからも、返還請求制度は設けない方向で考

えております。 

 返還請求制度のところ、マドプロとハーグ制度に基づく意匠出願の比較については、最

後に参考資料がございますので、ご覧いただければと思います。 

 続きまして、登録査定の謄本の送達方法でございます。今般、国際郵便の引き受けが停

止したということ、そして、二段階目の手数料の納付行為の契機となっていた登録査定で

すが、一段階納付となることも踏まえて、マドプロに係る登録査定の送付手段を見直して、

登録査定の謄本の送達手続を国際事務局を経由した手続に一本化してはどうかと考えてお

ります。 

 次のスライドをご覧ください。見直し後のフローになっております。日本を指定する出

願人の方は、海外の知財庁である本国官庁を経由して、ＷＩＰО国際事務局に願書を提出

するときに、手数料を一括して納付することになります。そしてＪＰОでマドプロ案件の

審査をして、拒絶理由がない、登録すべきとなった場合は、登録査定の謄本と保護認容声

明を電子媒体でＷＩＰО国際事務局を通じて、一本化して出願人に送付したらどうかとい

う御提案でございます。このとき国内に代理人がいた場合も、ＷＩＰОへの登録査定の謄

本の送付で一本化したいと考えております。 

 以上で御説明を終わります。ありがとうございました。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 それでは、今の御説明に関して自由討議を行いたいと思います。これまでの説明につき

まして、御質問や御意見等がございましたら、お願いいたします。 

 本多委員お願いします。 

○本多委員 御説明いただきまして、ありがとうございます。代理人として、二段階納付
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の廃止については大変歓迎させていただきたいと思っております。二段階納付導入当時は

大変登録料も高くございましたが、現在ではそういったことも気にならなくなっておりま

す。返還手続についても、多くの場合は不要という案件をいただいております。その手続

をする手間を考えるよりは、返還登録料はさほどではなくなっているという現況を鑑み、

そのように考えております。 

 ただし、代理人がいる場合に、全く通知がこないことになってしまうことは、強く反対

させていただかざるを得ないと考えております。代理人がいるということは、多くの場合

は拒絶対応を代理人が行っております。その場合に拒絶対応を行ったにもかかわらず、全

くフィードバックなく、ＷＩＰОを通じて知らなければならなくなります。現在の状況に

おいてＷＩＰОの反映がそうすぐにはございません。マドリッドモニター等で確認するこ

とは可能ですが、その場合は手続的な期間を待つことが必要となります。 

 当該件に限らず、その他のケースとの関連で代理人として動きが必要とされるものもご

ざいますので、代理人がとった手続に対する回答を、どんな形でも結構でございますので、

いただければ幸いに存じます。例えばＥメール、その他の形で結構ですので、何らかのフ

ィードバックをいただきたいというのが代理人としての意見でございます。よろしくお願

いいたします。 

○田村委員長 事務局はいかがでしょう。 

○諏訪国際意匠・商標出願室長 国際意匠・商標出願室長の諏訪と申します。よろしくお

願いします。御意見に対して御回答します。 

 まず登録査定の謄本に関しては、今後は国際事務局経由の送付で一本化したいと考えて

おりまして、代理人様の通知に関する御要望につきましては、まずマドリッドモニターに

対しては、ＷＩＰОに対して今後機能改善というものも要望していきたいと思っておりま

す。それから、登録査定後に何らかの通知をいただきたいという御要望ですが、紙がいい

のか電子でいいのかという議論があると思いますので、皆様の御要望を踏まえながら、今

後検討してまいりたいと考えております。 

○本多委員 ありがとうございます。他国におきましても、アメリカ、中国、韓国、シン

ガポール、ロシア、ドイツ等、ざっと調べただけでもＷＩＰО及び国内代理人双方に通知

している国はまだ多いので、是非とも積極的に御検討いただきたいと思います。 

○田村委員長 どうもありがとうございました。 

 ほかいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 
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 それでは、この方向で考えるということで、よろしくお願いいたします。 

 

５．特許法改正論点の商標法への波及について 

 

○田村委員長 それでは、続きまして、「特許法改正論点の商標法への波及について」、資

料５を基に事務局より御説明いただきたいと思います。その後、質疑に移りたいと思いま

す。 

○高橋審判企画室長 審判企画室長の高橋と申します。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料５の特許法改正論点の商標法への波及について御説明したいと思います。

このお話ですけれども、特許法で改正を予定しているのですが、商標については制度は変

えない考えです。ただ、そのための法的手当てが必要ですので、その点について御意見を

伺いたいということでございます。 

 １ページ目ですが、特許制度小委員会における議論について御紹介したいと思います。

近年、特許権のライセンスについて、１対１というようなシンプルな態様から、多数対多

数という複雑な態様への変化が加速しております。ライセンスの相手方も多様な方になっ

てきている状況がございます。このような状況を踏まえまして、昨年の秋頃から、産業界

の皆様から御要望がございまして、特許制度小委員会のほうで特許法 127 条の訂正審判等

について、通常実施権者の承諾の要否をどうするのかという点を検討いただいております。 

 次に２ページ目ですが、これまで特許制度小委員会においてあった議論の紹介になりま

す。まず、多数の通常実施権者から承諾を得るのは大変であるという御意見がありました。

また、訂正というのは、無効審判や無効抗弁に対して、特許権者がその特許権を守るため

の防御手段として機能するのですが、その手段が奪われるのは問題ではないかという御指

摘がありました。さらに、訂正によって通常実施権者の法的な利益は害されることはない

のではないかという御意見もございました。 

 これらの御意見を踏まえまして、今年７月の中間とりまとめにおいて、訂正審判等にお

いて通常実施権者の承諾を不要とする方向で検討を進めることになっております。 

 これに沿って我々は検討しているところですが、３ページ目にあるように、同様の条文

で特許権の放棄という条文がございます。この条文について、通常実施権者の承諾の要否

をどうするかということで検討しておりまして、つい先日の２日の特許制度小委員会でも、

この点について御議論いただきました。 
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 その議論において、通常実施権者は、不作為請求権、すなわち特許権者から差止めとか

損害賠償請求を受けない地位を持っているということであって、その利益が果たして特許

権の放棄によって害されるか否かを検討したところ、実施の継続という法的な利益が害さ

れるおそれはないであろうということで、訂正と同様にこちらについても、通常実施権者

の承諾を不要とする方向で議論が収れんしつつあると思っております。 

 以上が特許制度小委員会における議論の紹介となりますが、本日、商標制度小委員会の

皆様に御議論いただきたいのは、同様の点について商標法の手当てをどうするかというこ

とでございます。 

 ４ページ目は、特許法 97条を準用する商標法 35条です。商標権者が商標権を放棄する

ときは、通常使用権者等の承諾が必要とされているのですが、こちらについてどうするか

ということになります。特許と商標は少し法的な目的等が違っておりまして、商標は、商

標の使用者の業務上の信用の維持という観点と需要者の利益の保護という観点もございま

す。もう１つ大きなところとしては、商標権が放棄されたとしても、第三者は全く同じ商

標権について取得することが可能で、通常使用権者は商標を使用し続けるという法的な利

益が守れない、不利益があり得るということもございまして、やはり特許とは事情が違う

であろうと考えております。 

 したがって、今般、商標法については、商標権の放棄に当たって、通常使用権者の承諾

を必要としているところを変えない考えなのですが、もともと準用している特許法が変わ

ります。制度自体は変わらないのですが、条文のつくりについて手当てさせていただきた

いということが今回の御提案となります。この点について御意見いただければ幸いでござ

います。 

 私からの説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 それでは、今の御説明に関して自由討議を行いたいと思います。これまでの御説明につ

きまして、御質問や御意見等がありましたらお願いいたします。 

 江幡委員どうぞよろしくお願いいたします。 

○江幡委員 江幡です。１つだけ確認のための質問をさせていただきたいのですが、現在

の特許権等の放棄、特許法 97 条の条文は、専用実施権者とか質権者、それと通常実施権者

ということですが、特許法の改正として想定しているところは、そのうちの通常実施権者

だけを承諾を不要とするということで、残りのところは特に変わらないという理解でよろ
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しいですか。 

○高橋審判企画室長 おっしゃるとおりでして、専用実施権者と質権者については、その

特許権の財産価値そのものに利益がございますので、そこは変えないというふうに考えて

おります。 

○田村委員長 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、この方向で商標法の手当てをするということで、皆さんの御意見がまとまっ

ていると理解いたしました。ありがとうございました。 

 以上をもちまして、本日の議論を終了したいと思います。 

 最後に、資料６を基に、今後のスケジュールについて事務局から説明をお願いいたしま

す。 

○猪俣制度審議室長 本日は御審議いただきまして、ありがとうございました。 

 最後になりましたが、資料６をご覧ください。本日４つの件について御議論、御審議い

ただきました。今回御審議いただいたことを踏まえまして、次回として 11 月下旬から 12

月に報告書（案）を御提示させていただきたいと思っております。その御議論を踏まえま

して、12月から１月に報告書（案）に関する意見募集、パブリックコメントを行いまして、

これは恐らく書面かと思っておりますが、第３回目の１月から２月に報告書（案）を承認

していただくことのスケジュールで考えているところでございます。 

 説明については以上でございます。 

○田村委員長 ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、産業構造審議会知的財産分科会第６回商標制度小委員会

を閉会いたします。 

 本日は、長時間御審議いただきまして、どうもありがとうございました。 

 

閉     会 


